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名古屋市　徳川美術館・尾張徳川家の雛まつり



 

 

田原市 2月中旬～3月中旬田原市 2月中旬～3月中旬

免々 田川
 菜の花・桜まつり

徳
川
美
術
館
開
館
は
昭
和
十
年
。

徳
川
家
康
の
遺
品
を

中
心
と
し
て
、九
男
で

尾
張
徳
川
家
初
代

藩
主
の
義
直
か
ら

代
々
伝
わ
る
遺
愛
品
、

家
族
が
使
用
し
て
い
た

も
の
な
ど
さ
ま
ざ
ま
な

大
名
道
具
を
見
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。ま
た
、

尾
張
徳
川
家
の
姫
君
の

た
め
に
あ
つ
ら
え
ら
れ

た
雛
人
形
や
雛
道
具
が

今
も
伝
え
ら
れ
て
お
り
、

毎
年
二
月
上
旬
〜
四
月

上
旬
に
か
け
て
展
示
が

行
わ
れ
ま
す
。一
つ
一
つ

に
家
紋
が
入
っ
た
雛
道

具
は
実
際
の
婚
礼
調
度

を
精
緻
に
ミ
ニ
チ
ュ
ア
化

し
た
も
の
。

名
古
屋
市
東
区

尾
張
徳
川
家
の

      

歴
史
に
触
れ
る
・
徳
川
美
術
館
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VOICE

高
村
　
光
男  

理
事
に

　
　
　
お
話
し
を
聞
き
ま
し
た
。

協
同
組
合
ギ
フ
ト
用
品
卸
販
売
二
十
一
世
紀
　
理
事
長
　
高
村
　
光
男

＊＊ 組合プロフィール ＊＊

組　合　名：協同組合ギフト用品卸販売二十一世紀

代表者名：高村　光男

設立年月：1988年 4月

組合員数：6

住　　所：愛知県豊川市真豊町一丁目

　　　　　136番地

組
合
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い

　
当
組
合
は
、
ギ
フ
ト
用
品
に
対
す
る
消
費
者
の
多
様
な

ニ
ー
ズ
に
応
え
る
た
め
、
各
種
贈
答
品
の
卸
売
業
８
社
が
集

ま
り
、
昭
和
六
十
三
年
に
設
立
し
ま
し
た
。
組
合
員
は
、
東

京
都
、
愛
知
県
、
新
潟
県
、
大
阪
府
、
広
島
県
、
福
岡
県
で

カ
タ
ロ
グ
ギ
フ
ト
を
は
じ
め
と
す
る
各
種
ギ
フ
ト
用
品
な
ど

の
卸
販
売
活
動
を
し
て
い
ま
す
。取
り
扱
う
ギ
フ
ト
用
品
は
、

ヒ
ッ
ト
商
品
や
ト
レ
ン
ド
商
品
、
地
域
の
特
産
物
な
ど
新
し

い
も
の
を
よ
り
広
範
な
地
域
か
ら
特
色
あ
る
商
品
を
集
め
、

総
合
カ
タ
ロ
グ
（
ピ
エ
ッ
ト
）
の
他
、
用
途
別
の
各
種
カ
タ

ロ
グ
を
製
作
し
て
い
ま
す
。
消
費
者
に
良
質
な
商
品
を
安
心

し
て
購
入
い
た
だ
き
、
消
費
者
の
信
頼
を
得
ら
れ
る
よ
う
事

業
活
動
を
行
っ
て
い
ま
す
。

組
合
の
活
動
に
つ
い
て
教
え
て
く
だ
さ
い

　
以
前
は
カ
タ
ロ
グ
掲
載
商
品
の
見
本
市
を
開
催
し
て
い
ま

し
た
が
、カ
タ
ロ
グ
が
毎
年
１
月
に
発
刊
さ
れ
る
の
に
併
せ
、

12
年
前
に
見
本
市
を
賀
詞
交
歓
会
で
の
商
談
会
に
衣
替
え
し

ま
し
た
。
今
年
は
全
国
の
仕
入
先
担
当
者
な
ど
194
名
の
参
加

者
が
あ
り
大
盛
況
で
し
た
。
商
談
会
で
は
テ
ー
マ
に
沿
っ
て

25
分
毎
11
タ
ー
ム
の
商
談
会
を
設
定
し
、
新
規
の
カ
タ
ロ
グ

掲
載
商
材
の
拡
販
に
向
け
活
発
な
商
談
と
な
り
ま
し
た
。
カ

タ
ロ
グ
誌
面
で
は
「
ピ
エ
ッ
ト
オ
リ
ジ
ナ
ル
」
マ
ー
ク
や
「
オ

ス
ス
メ
」
マ
ー
ク
を
掲
載
す
る
な
ど
、
常
に
組
合
員
か
ら
意

見
を
も
ら
い
魅
力
あ
る
カ
タ
ロ
グ
製
作
に
努
め
て
い
ま
す
。

　
ま
た
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
普
及
に
よ
る
流
通
形
態
や
卸

売
業
の
収
益
構
造
の
変
化
な
ど
業
界
を
取
り
巻
く
課
題
へ
対

応
す
る
た
め
、
一
般
社
団
法
人
日
本
ギ
フ
ト
サ
プ
ラ
イ
ヤ
ー

協
会
か
ら
の
情
報
収
集
や
物
流
セ
ン
タ
ー
の
視
察
を
行
う
な

ど
外
部
か
ら
の
情
報
も
積
極
的
に
取
り
入
れ
つ
つ
、
組
合
員

の
販
売
活
動
を
後
方
支
援
す
る
方
策
を
組
合
内
の
各
委
員
会

に
て
検
討
及
び
具
現
化
し
て
い
ま
す
。

　
さ
ら
に
、
昨
今
の
配
送
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応
や
コ
ス
ト
削
減

と
効
率
化
を
図
る
た
め
、
個
別
配
送
を
中
心
と
し
た
出
荷
形

態
の
新
規
事
業
開
発
に
あ
た
り
、
現
行
の
受
発
注
シ
ス
テ
ム

の
課
題
点
の
改
善
や
追
加
開
発
、
機
能
拡
張
な
ど
の
た
め
、

平
成
三
十
年
度
に
全
国
中
央
会
の
補
助
事
業
を
活
用
し
基
本

計
画
を
策
定
し
ま
し
た
。
令
和
元
年
度
は
基
本
計
画
の
実
行

に
向
け
、
引
き
続
き
同
補
助
事
業
を
活
用
し
て
い
ま
す
。
現

在
、
受
発
注
シ
ス
テ
ム
の
高
効
率
化
と
運
用
コ
ス
ト
の
削
減

を
目
指
し
新
潟
県
で
の
第
二
物
流
（
個
別
配
送
）
セ
ン
タ
ー

の
稼
働
に
向
け
、
各
組
合
員
の
シ
ス
テ
ム
担
当
者

向
け
運
用
説
明
会
を
開
催
し
て
い
ま
す
。
ま
た
、

物
流
セ
ン
タ
ー
で
は
、
労
働
災
害
防
止
へ
の
取

り
組
み
の
ほ
か
、
人
事
評
価
制
度
の
導
入
に

伴
い
、
職
員
の
技
能
習
得
や
管
理
者
の
意

識
改
革
な
ど
の
ソ
フ
ト
面
で
の
改
革
も

実
施
し
て
い
ま
す
。
こ
う
し
た
労
務

課
題
へ
の
対
応
、
業
務
内
容
の
効

率
化
の
ほ
か
、
組
合

員
実
務
担
当
者
と

の
意
見
交
換
を
重

視
し
現
場
レ
ベ
ル

も
含
め
て
の
強
い
組

合
グ
ル
ー
プ
の
確
立
を
図
っ
て

い
ま
す
。

特
に
力
を
い
れ
ら
れ
て
い
る
こ
と
は
何
で
す
か
？

　
当
組
合
の
設
立
当
時
の
ギ
フ
ト
業
界
に
は
共
同
事
業
の
実

施
に
関
す
る
先
進
事
例
は
な
く
、
手
探
り
で
課
題
を
一
つ
ず

つ
ク
リ
ア
し
て
事
業
を
展
開
し
て
き
ま
し
た
。「
組
合
を
強

固
に
す
る
こ
と
が
組
合
員
へ
の
繁
栄
に
繋
が
る
。」
を
基
本

理
念
に
組
合
・
組
合
員
が
一
致
団
結
し
て
事
業
を
行
っ
て
き

た
こ
と
が
、
昨
年
の
全
国
中
央
会
の
記
念
式
典
で
の
経
済
産

業
大
臣
賞
受
賞
に
つ
な
が
っ
た
も
の
と
思
っ
て
お
り
ま
す
。

今
後
も
こ
う
し
た
理
念
を
持
ち
続
け
る
と
と
も
に
、
時
代
の

変
化
に
対
応
し
た
共
同
事
業
を
推
進
で
き
る
組
合
を
構
築
し

て
い
き
ま
す
。

趣
味
や
休
日
の
過
ご
し
方
を
教
え
て
く
だ
さ
い

　
休
日
の
半
分
は
職
場
に
顔
を
出
す
（
仕
事
を
し
て
い
る
）

こ
と
が
多
い
で
す
が
、
ゴ
ル
フ
を
し
た
り
、
妻
と
買
い
物
や

観
光
地
に
出
か
け
ま
す
。
神
社
や
お
寺
に
参
拝
し
て
御
朱
印

も
集
め
て
い
ま
す
ね
。
毎
年
、
初
詣
は
京
都
の
伏
見
稲
荷
大

社
と
決
め
て
い
て
、商
売
繁
盛
を
祈
願
し
て
い
ま
す
。
現
在
、

千
本
鳥
居
の
奉
納
を
組
合
の
理
事
会
に
て
検
討
中
で
す
。
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中小企業トピックス '20 in February

令和元年度　中小企業労働事情実態調査

愛知県の調査結果概要（12月号続き）
　この調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な中小企業労働対策の樹立並びに時宜を得た中央会の雇用・
労働対策事業の推進に資することを目的として、全国中央会のとりまとめの下、昭和 39年より毎年実施されています。
　本年度も、令和元年７月１日を調査時点として、県内の従業員数 300 人以下の 1,500 事業所を対象（有効回答事業所数：778
事業所（回収率：51.9％））にアンケート調査を実施しました。回答にご協力いただいた組合の皆様には深くお礼申し上げます。

◆中途採用の状況
　中途採用の理由については、「退職者・欠員補充のため」
70.0％と回答した事業所が最も多く、次いで「業務が繁忙になっ
たため」31.4％、「即戦力を確保したいため」24.9% と回答した
事業所が多くなっている。
　中途採用の職種については、「現業・生産職」59.3％が最も多く、
次いで「営業・販売職」29.5％と回答した事業所が多くなっている。

◆年５日年次有給休暇付与義務について
　年５日年次有給休暇付与義務の認知については、87.0％の事業
所が「知っていた」と回答し、全国平均よりも 0.6 ポイント高い
数値となっている。
　年５日年次有給休暇付与義務への対応については、「計画的付
与制度（計画年休）を活用する」と回答した事業所が 30.1％となっ
ており、次いで「使用者からの時季指定を行う」27.2％が多くなっ
ている。

◆賃金改定について
　平成 31 年１月１日から令和元年７月１日までの賃金改定の実
施状況について、「引き上げた」が 51.5％（昨年 53.2％）となっ
ており、1.7 ポイント減少している。
　昇給額については、愛知県全体の単純平均では 7,142 円（昨年
6,409 円）で 733 円増額、加重平均では 5,870 円（昨年 5,706 円）
で 164 円増加している。
　賃金改定の内容は、「定期昇給」63.9％（昨年 54.0%）が最も多く、
その要素として「企業の業績」65.0％（昨年 62.8％）、「労働力の
確保・定着」52.3％（昨年 58.7%）が多くなっている。

◆調査を通じた課題
　経営状況調査をみると、「良い」と回答した事業所が減少し、「悪
い」と回答した事業所が増加している。中小企業を取り巻く環境
や社会情勢、法改正の影響等による先行きの不透明感が増してい
ると考えられる。
　経営上の障害としては、「人材不足（質の不足）」が最も多く、
次いで「労働力不足（量の不足）」が多くなっており、人材・労
働力の不足に悩む事業所が年々増加している。
　さらに、人材不足（質の不足）、労働力不足（量の不足）を経
営上の障害と回答している事業所が多くなっている中、人手不足
となりかねない状況を生む可能性のある年５日年次有給休暇付与
義務の制度が施行され、労務管理、業務手順、設備等あらゆる面
において見直しを行う必要がある。
　中小企業が限られた経営資源のなか、今後とも収益を維持し、
持続的な発展をしていくためには、外部環境や社会情勢の変化等
に柔軟に対応しながら、働き方改革関連法などの労働関係法令の
遵守、人材の確保・育成、多様な人材活用など企業内部の環境整
備が一層求められている。
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中小企業トピックス '20 in February

　令和元年 12 月 25 日、中小企業庁より「令和二年度与党税制改正大綱」における “ 中小企業・小規模事業者関係の
税制改正の概要 ”が公表されました。
　詳しくは、HP（https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/2019/191225zeiritu.html）をご覧ください。

令和二年度（2020 年度）中小企業・小規模事業者関係　税制改正のポイント

１．�オープンイノベーション促進税制の創設（法人税、法人住民税、事業税） 新設

　�　アベノミクスの成果により増加してきた現預金等を活用して、イノベーションの担い手となるスタートアップへの新
たな資金の供給を促進し成長に繋げていくため、国内の事業会社や CVC（コーポレートベンチャーキャピタル）から、
創業 10 年未満・未上場のベンチャー企業に対する１億円以上の出資について、25％の所得控除を講ずる。

２．�特定新規中小会社が発行した株式を取得した場合の課税の特例及び特定中小会社が発行した株
式の取得に要した金額の控除等（エンジェル税制）（所得税・個人住民税） 拡充

　�　創業間もないベンチャー企業にとって資金調達は依然大きな課題。
　�　そのため、12 年ぶりにエンジェル税制を見直し、時代の変化に対応した制度とすることで個人投資家からの投資を促
し、ベンチャー企業に必要なリスクマネーを供給する。
　�　具体的には、対象ベンチャー企業の拡大や多様な層の投資家が本税制を利用しやすいよう手続きの簡素化を図る。

３．�中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例措置の延長（所得税・法人税・
個人住民税・法人住民税・事業税） 延長

　�　中小企業者等が 30 万円未満の減価償却資産を取得した場合、合計 300 万円までを限度に、即時償却（全額損金算入）
することが可能となる税制措置。
　�　中小企業者等における①償却資産の管理や申告手続などの事務負担の軽減、②少額減価償却資産の取得促進による事
務処理能力・事業効率の向上を図るため、適用対象者を見直した上で、適用期限を２年間延長する。

４．�中小法人の交際費課税の特例措置の延長（法人税・法人住民税・事業税） 延長

　�　法人が支出した交際費等は原則として損金に算入できないこととされているが、特例として、中小法人については定
額控除限度額（800 万円）までの交際費等を全額損金算入することが可能。
　�　販売促進手段が限られる中小法人にとって、交際費等は事業活動に不可欠な経費であること等を踏まえ、本税制措置
の適用期限を２年間延長する。

５．�中小企業・小規模事業者の再編・統合等に係る税負担の軽減措置の延長（登録免許税・不動産
取得税） 延長

　�　後継者不在のため事業承継が行えないといった課題を抱える場合、いわゆるM＆ Aにより経営資源や事業の再編・
統合を促すことにより、事業の継続・技術の伝承等を図ることが重要。
　�　認定を受けた経営力向上計画に基づいて、再編・統合を行った際に係る登録免許税・不動産取得税を軽減することで
次世代への経営引継ぎを加速させる措置について、適用期限を２年間延長する。

　～中小企業・小規模事業者関係のその他の項目について～

�＜延長＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
●�産業競争力強化法に基づく創業支援等事業計画の認定自治体における登録免許税の軽減措置の延長（登録免
許税）

　我が国における創業の活性化を図るため、特定創業支援等事業の支援を受けた個人が創業する際、株式会社等の設立に
要する登録免許税の軽減措置について、適用期限を 2年間延長する。

�＜検討事項＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
●�小規模企業等に係る税制のあり方の検討（所得税、個人住民税）
　個人事業主、同族会社、給与所得者の課税のバランスや勤労性所得に対する課税のあり方等にも配慮しつつ、個人と法
人成り企業に対する課税のバランスを図るための外国の制度も参考に、引き続き、給与所得控除などの「所得の種類に応
じた控除」と「人的控除」のあり方を全体として見直すことを含め、所得税・法人税を通じて総合的に検討する。
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名
古
屋
都
心
部
の
再
開
発
は
名
駅
か
ら
栄
へ

　
栄
や
伏
見
地
区
で
大
型
の
ク
レ
ー
ン
車
を
見
る
機
会
が
増

え
て
い
る
。
現
在
、
栄
周
辺
で
は
二
桁
に
上
る
再
開
発
計
画

が
進
ん
で
い
る
。
名
駅
や
笹
島
地
区
で
の
大
型
の
再
開
発
案

件
が
一
段
落
し
、
名
古
屋
都
心
部
の
再
開
発
は
こ
れ
ま
で
盛

ん
だ
っ
た
名
駅
地
区
か
ら
栄
地
区
へ
と
シ
フ
ト
し
て
い
る
。

　
名
駅
だ
け
で
な
く
栄
ま
で
再
開
発
の
波
が
広
が
る
背
景
に

は
、
２
０
２
７
年
を
目
標
に
進
め
ら
れ
る
名
駅
と
品
川
駅
が

40
分
で
直
結
す
る
リ
ニ
ア
時
代
の
到
来
が
あ
る
。実
質
的
に
、

首
都
圏
と
一
体
化
す
る
名
古
屋
圏
で
は
、
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ

な
ど
の
企
業
誘
致
に
加
え
、
交
流
人
口
や
定
住
人
口
を
増
や

す
た
め
の
魅
力
や
刺
激
づ
く
り
が
不
可
欠
と
な
っ
て
い
る
。

　
そ
の
先
、
37
年
に
は
大
阪
と
27
分
で
つ
な
が
る
計
画
も
あ

り
、
リ
ニ
ア
全
通
時
代
に
首
都
圏
や
関
西
に
対
抗
し
て
い
く

た
め
に
は
、
名
古
屋
は
東
京
や
大
阪
に
は
な
い
魅
力
を
前
面

に
押
し
出
す
必
要
が
あ
る
。
高
層
化
が
進
む
名
駅
周
辺
は
、

東
京
や
大
阪
の
都
心
に
近
い
イ
メ
ー
ジ
で
整
備
さ
れ
て
お

り
、
デ
ィ
ー
プ
な
名
古
屋
を
体
感
し
て
も
ら
う
に
は
栄
の
役

割
が
重
要
と
な
っ
て
く
る
。

栄
の
ま
ち
づ
く
り
の
鍵
は
久
屋
大
通
公
園

　
東
京
や
大
阪
の
都
心
部
に
は
な
く
、
名
古
屋
に
し
か
な
い

空
間
と
し
て
、
栄
中
心
部
に
は
大
規
模
な
久
屋
大
通
公
園
が

立
地
し
て
い
る
。
久
屋
大
通
公
園
は
戦
災
復
興
事
業
で
誕
生

し
た
公
園
の
た
め
、
建
設
後
か
な
り
経
ち
、
公
園
内
の
施
設

は
老
朽
化
が
進
ん
で
い
る
。
ま
た
、
規
模
的
に
東
西
の
幅
員

が
約
80
ｍ
、
南
北
の
距
離
が
約
1.4
キ
ロ
に
も
及
ぶ
た
め
、
市

民
の
憩
い
の
場
と
い
う
よ
り
は
東
西
の
商
圏
を
分
断
す
る
存

在
と
な
っ
て
い
た
感
は
否
め
な
い
。

　
さ
ら
に
公
園
は
屋
外
に
あ
る
た
め
、
名
古
屋
の
真
夏
や
真

冬
に
は
厳
し
い
環
境
と
な
る
ほ
か
、
そ
の
一
方
で
地
下
街
が

発
達
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
必
然
的
に
地
域
住
民
は
公
園
を

利
用
す
る
機
会
が
少
な
か
っ
た
と
い
え
る
。
し
か
し
、
東
京

や
大
阪
の
都
心
に
も
こ
れ
だ
け
の
規
模
で
利
用
可
能
な
遊
休

地
は
存
在
し
な
い
。
久
屋
大
通
公
園
は
フ
ラ
ン
ス
・
パ
リ
の

シ
ャ
ン
ゼ
リ
ゼ
通
り
と
友
好
提
携
を
結
ぶ
な
ど
、
開
発
次
第

で
は
極
め
て
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
が
高
い
。
東
京
や
大
阪
と
の
差

別
化
や
名
古
屋
独
自
の
魅
力
づ
く
り
に
は
不
可
欠
な
存
在
と

い
え
る
。

「
パ
ー
ク
Ｐ
Ｆ
Ｉ
」
制
度
で
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
へ

　
久
屋
大
通
公
園
は
名
古
屋
市
営
で
あ
る
が
、
17
年
の
都
市

公
園
法
の
改
正
に
伴
っ
て
「
パ
ー
ク
Ｐ
Ｆ
Ｉ
」
制
度
を
使
え

ば
、
公
営
の
公
園
内
で
も
民
間
企
業
が
カ
フ
ェ
や
レ
ス
ト
ラ

ン
、
シ
ョ
ッ
プ
な
ど
を
展
開
す
る
こ
と
が
可
能
と
な
っ
た
。

久
屋
大
通
公
園
は
こ
の
制
度
を
全
国
で
初
め
て
活
用
す
る
公

園
と
な
り
、
今
年
は
エ
リ
ア
毎
に
順
次
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
オ
ー

プ
ン
す
る
。

　
ま
ず
、
２
月
22
日
に
栄
バ
ス
タ
ー
ミ
ナ
ル
跡
地
に
イ
ベ
ン

ト
広
場
「
ミ
ツ
コ
シ
マ
エ
・
ヒ
ロ
バ
ス
」
が
開
業
す
る
。
遮

熱
性
に
優
れ
た
コ
ル
ク
製
70
ｍ
ト
ラ
ッ
ク
や
芝

生
広
場
が
整
備
さ
れ
、
オ
ー
プ
ン
カ
フ
ェ
の
ほ

か
、
バ
ー
ベ
キ
ュ
ー
が
可
能
な
レ
ス
ト
ラ
ン
が

開
業
す
る
予
定
と
な
っ
て
い
る
。
陸
上
ト
ラ
ッ

ク
の
外
側
に
は
キ
ッ
チ
ン
カ
ー
も
乗
り
入
れ
、

東
京
五
輪
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
期
間
中
に
は
パ

ブ
リ
ッ
ク
ビ
ュ
ー
イ
ン
グ
の
実
施
が
検
討
さ
れ

て
い
る
。

　
さ
ら
に
北
側
エ
リ
ア
で
の
整
備
も
進
ん
で
お

り
、
当
初
の
予
定
よ
り
遅
れ
る
も
の
の
、
今
年

７
月
に
は
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
オ
ー
プ
ン
す
る
。
９

月
に
は
名
古
屋
テ
レ
ビ
塔
の
４
階
と
５
階
部
分

で
タ
ワ
ー
ホ
テ
ル
の
開
業
が
予
定
さ
れ
る
。
タ

ワ
ー
内
に
ホ
テ
ル
が
入
る
立
地
は
世
界
的
に
も

珍
し
く
、
夜
間
に
ラ
イ
ト
ア
ッ
プ
さ
れ
る
久
屋

大
通
公
園
が
正
面
に
見
え
る
景
色
も
ア
ピ
ー
ル

ポ
イ
ン
ト
に
な
る
。
テ
ラ
ス
付
き
ス
イ
ー
ト

ル
ー
ム
も
あ
り
、
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
を
含
め
た
国

内
外
か
ら
の
集
客
が
期
待
さ
れ
る
。

栄
の
復
権
で
新
た
な
魅
力
や
刺
激
を

　
栄
で
は
、
11
月
に
大
丸
松
坂
屋
が
新
店
舗
を

オ
ー
プ
ン
す
る
ほ
か
、
中
日
ビ
ル
の
建
て
替
え

計
画
も
進
ん
で
い
る
。
名
古
屋
三
越
栄
本
店
の

建
て
替
え
構
想
も
打
ち
出
さ
れ
、
丸
栄
百
貨
店

の
跡
地
で
は
、
食
を
テ
ー
マ
に
し
た
商
業
施
設

が
計
画
さ
れ
て
い
る
。
久
屋
大
通
公
園
の
リ

ニ
ュ
ー
ア
ル
を
機
に
周
辺
エ
リ
ア
で
は
商
業
施

設
や
超
高
級
ホ
テ
ル
の
誘
致
な
ど
も
進
ん
で
お

り
、
集
客
施
設
や
賑
わ
い
空
間
づ
く
り
は
着
々

と
進
行
し
て
い
る
。

　
こ
れ
ま
で
以
上
に
栄
の
魅
力
や
刺
激
が
高
ま

る
こ
と
は
間
違
い
な
い
が
、
併
せ
て
、
若
者
や

女
性
が
積
極
的
に
チ
ャ
レ
ン
ジ
し
や
す
い
環
境

づ
く
り
も
進
め
て
い
く
必
要
も
あ
る
。
若
者
や

女
性
、
外
国
人
、
シ
ニ
ア
層
、
フ
ァ
ミ
リ
ー
層

な
ど
、
あ
ら
ゆ
る
カ
テ
ゴ
リ
ー
の
人
た
ち
が
自

然
に
集
ま
る
空
間
づ
く
り
が
名
古
屋
の
ま
ち
の

潜
在
的
な
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
を
大
き
く
顕
在
化
さ

せ
る
こ
と
に
な
る
だ
ろ
う
。

生
ま
れ
変
わ
る
久
屋
大
通
公
園

中
京
大
学 

経
済
学
部
　
客
員
教
授
　
内
田 

俊
宏

Profile
1968年青森県生まれ。91年一橋大学経済学部卒業。02年名古屋大学大学院経済学研究科博士前期課程修了。91年野村證券。93年東海総合研究所（現
三菱UFJ リサーチ＆コンサルティング）。15 年４月中京大学経済学部客員教授、学校法人梅村学園評議員、19 年１月同理事。ニュース番組などの
コメンテーターを務めるほか、国土交通省中部地方整備局、愛知県、名古屋港管理組合などの委員も務める。専門はマクロ経済、地域経済。

内田俊宏の経済トレンド
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景況天気図

景況の推移（前年同月比）

景況の推移（前年同月比）

DI 値：好転％から悪化％を引いた値

DI 値：好転％から悪化％を引いた値

【製造業】
鉄鋼・金属：全般的に自動車関連の新規モデルの開発案件が少
なく、操業度合いの低下と採算の悪化が見られる。更に、自動
車販売店の集約等による類似車種の統合となると、金型面数の
減少が加速すると心配している。
電気機器：働き方改革に伴う労働時間の削減に伴い、リードタ
イムの工夫に重点を置く会社が増えている。リードタイムが十
分に確保出来る様に施主に配慮を依頼することも必要。
輸送機器：年末を迎え工作機械等設備投資が減速傾向に転じ、
全体的に材料である鋼材の受注が低下している状況であった。
いずれにせよ、今後の世界景気動向、米中貿易摩擦の動向が一
番の鍵となる。
【非製造業】
小売業：消費増税後 3ヶ月過ぎ、未だに売上が元に戻らない。
キャッシュレスに対応している量販店でさえ苦戦を強いられ小
売店においては、尚それ以上に落ち込みが大きい。
建設業：業務量全般について、年末のこの時期は多くなる傾向
になるが、今年はそうしたこともあまり見られず平穏であった。
こうした傾向が年度末に向けてもさらには 1年を通して続くの
か気になるところである。
運輸業：テレビ CMを行って 4年になるが業務内容を伝える効
果は高いと感じている。来年度はWEB とテレビ・ラジオで宣伝
する計画である。特にWEB は組合加入者募集に特化したものに
して若い人材の確保を計画している。

【製造業】
鉄鋼・金属（千葉県）：景気減速感が強まっており、引き合い、
受注の不芳状態が続いている。一方、一部の組合企業では働き
方改革への対応で、人繰りに苦慮しているところもある。
電気機器（兵庫県）：12 月の国内自動車販売は、対前年同月比
11％減となり、米国の販売台数も減少見込みである。この影響
により生産減少し経営状況は悪化している。
輸送機器（三重県）：大手自動車メーカーで生産する新型車の生
産開始が遅れている問題は依然として解決されていないようで
あるが、１月からの生産再開を検討している模様である。
【非製造業】
小売業（北海道）：クレジット業界における消費者還元事業は当
社の数字は順調に伸びているが、一部加盟店にとっては売上増
に直接結びつかず、単にクレジット比率の増となり経費率が上
昇している店舗もある。
建設業（東京都）：工事発注が受注能力を上回っている。また、
人手不足と建設機械不足が顕著である。
運輸業（高知県）：繁忙期であったが荷動きは昨年と同等だった
が、燃料価格の若干の値上げ、ドライバー不足など組合員企業
には厳しい年末となった。組合事業は昨年度を少し下回った。

（出典：全国中小企業団体中央会HPより）

○●○● 業界レポート ●○●○

○●○● 業界レポート（全国） ●○●○

売 上 高 在庫数量 販売価格 取引条件 収益状況 資金繰り 操 業 度 雇用人員 景 況

製 造 業

非製造業

好　転
＋30≦DI

やや好転
＋10≦DI＜＋30

変わらず
−10≦DI＜＋10

やや悪化
−30≦DI＜−10

悪　化
DI≦−30

　この情報は、中央会傘下の県下主要業界組合に配置した 112 名の情報連絡員から寄せられた各業界の
景況報告を集計したものです。情報連絡員は全国に約 3,000 名配置され、全国集計も行われています。

【2019 年 12 月分】
景況天気図（対前年同月比）

凡例
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パソコンマスターへの道
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インフォメーション

月日（曜） 時間 イベント名 場所
2 月 20 日（木） 10：00 働き方改革推進支援センター出張相談所 中央会会議室
2月 21 日（金） 15：00 組合事務初任者講習会 中央会会議室
2月 26 日（水） 14：00 中小企業関連施策等講習会（改正民法関連セミナー） ウインクあいち
3月 11 日（水） 7：30 あいち女性中央会　伊勢神宮参拝ツアー 伊勢神宮他
3月 19 日（木） 10：00 働き方改革推進支援センター出張相談所 中央会会議室
3月 19 日（木） 14：30 正副会長会 キャッスルプラザ
3月 19 日（木） 15：30 理事会（予算） キャッスルプラザ
3月 19 日（木） 16：30 懇親会 キャッスルプラザ

中
央
会

イベントカレンダー

月日（曜） イベント名 組合名 場所
2 月 15 日（土）

〜3月 15 日（日） 第22回中馬のおひなさんスタンプラリー 足助中央商店街（協） 足助重伝建の町並み一帯
と香嵐渓

組
合

おしらせ

中小企業の皆様へ　労使紛争の解決に労働委員会の相談やあっせん制度をご利用になれます

イベントレポート

　２月２日（日）名古屋国際ホテル（名古屋市中区）において、名古屋呉服商協同組合主催の「第 62 回全国
秀作染織展　きもの de講談 2020」が開催されました。
　染織展ではきらびやかな和服が数多く並べられ、来場
者の目を大いに楽しませました。きもの de 講談の会場
では、笑福亭鉄瓶さんの巧みな話芸や、琴の調べに耳を
傾けていました。

第 62 回全国秀作染織展

　労働組合との団体交渉の経験のない中小企業が、個々の労働者の労働条件をめぐって労使紛争に直面す
るケースが増えています。

　【例えば】
　　・団体交渉を求められたが、労働法の知識がなく、交渉の手順も分からない。
　　・社外労組から団体交渉を求められたが、対応した経験がない。
　　・雇い止めやパワハラ被害といった個別事案について団体交渉を求められている。

　このようなことでお困りでしたら、労働委員会に相談してみてはいかがですか？（一部の労働委員会を
除く）

　問い合わせ先：愛知労働局　名古屋市中区三の丸３－１－２　ＴＥＬ��052 － 954 － 6832

　労働委員会では、団体交渉に行き詰まった場合、労使紛争を円滑に解決するため両者の間に入って調整する、
「あっせん」などを行っています。
　「あっせん」は、多くは公益委員（弁護士、大学教授など）、労働者委員（労働組合の役員など）、使用者委員（会
社の人事・労務担当役員など）の三者構成のあっせん員により行われており、労働組合からだけでなく使用者
からの申請もできます。
　なお、「あっせん」は、あっせん員が、使用者と労働組合それぞれの主張を聞き、争点を明らかにして譲歩
を促したり、必要な場合は公正・中立な解決策を提示し、問題解決に結びつけるものです。
　「あっせん」申請を行っても必ずしも解決策に合意しなければならないものではありません。

労働委員会のあっせん制度
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インフォメーション

中央会事業レポート

　１月 15 日（水）、キャッスルプラザ（名古屋市中村区）において、新年祝賀会を開催しました。
　祝賀会には、組合関係者の皆様や関係機関のご来賓の皆様など総勢 190 名にご参加いただきました。
　はじめに、長谷川正己会長より「中小企業は多くの経営課題に直面しているが、事業者が自ら経営革新
を図り、環境変化に即応できる経営基盤を作り上げていくことが肝要である。個々では解決できない諸問
題に対しては、連携組織の下に知恵と力を結集し、相互の連携を強化し積極果敢に対応していくことが必
要だ。中小企業施策の活用や事業承継の促進など組合の皆様の一助となる事業を積極的に推進していく」
との挨拶の後、髙𣘺淳中部経済産業局長、大村秀章愛知県知事をはじめとする来賓の方々にご祝辞を賜り
ました。
　その後、愛知県議会堀嵜純一副議長の乾杯の御発声により祝宴に移り、会場では新年の挨拶や今後の景
気の見通しに関する意見交換が交わされ、新年の幕開けを盛大に祝いました。

新年祝賀会を開催

　１月 16 日（木）、愛知県中央会会議室において、組合支援研究事業の
委員会を開催しました。
　組合支援研究事業は、中小企業の現状を的確に把握し、経済情勢に即応
した支援策を講じるため、中小企業組合を通じて実態調査を実施し、効
果の高い支援内容を検討することを目的に、新たに立ち上げた事業とな
ります。
　委員会の座長は、中小企業診断士としての経験が豊富な佐原先生が執
り行いました。委員会では、全国中小企業団体中央会より、全国一斉に中小企業組合が行う共同事業や組
合基盤等の実態、環境変化への対応についての調査結果を踏まえ、中小企業組合のあり方研究会にてご検
討された内容についてご説明していただきました。続いて、組合実態調査アンケートの内容について説明
をしました。
　委員から、アンケート内容について要望等、積極的に発言いただき、活気に満ちた研究会となりました。

組合支援研究事業 第１回委員会

　１月 28 日（火）、ウインクあいち（愛知県産業労働センター）18 階セミナールームにおいて、「キャッ
シュレス決済導入・活用セミナー　キャッシュレス・ポイント還元事業のその先！」を開催しました。
　セミナーの前半では、愛知教育大学教育学部　准教授　西尾圭一郎　氏が「諸外国から見る日本のキャッ
シュレス化の未来像」と題し、インドや中国、ヨーロッパ等キャッシュレスが進んでいる国の現状や、今
後の日本のキャッシュレス化について講演頂きました。
　後半では、保険共済サービス株式会社（SB コンシェル）
水元大輔　氏より「キャッシュレスシステムの導入手段と売
上向上のポイント」について講演頂きました。キャッシュレ
スシステムを導入して売り上げを増加させる際に気を付けな
ければいけないポイントや、決済端末を導入した企業のメ
リットについて講演頂きました。
　参加者は、自社の売り上げアップにつながる情報を取りこ
ぼさないよう、メモをとりながら熱心に耳を傾けていました。

キャッシュレス決済導入・活用セミナーを開催しました



大樹生命では各組合の皆様へ各種セミナーを実施しております（無料）

多くの経営者より個別に相談も頂いております。お気軽にご相談ください。
※セミナ̶実施についてのご照会先は
　名古屋市中区錦 1－4－6　大樹生命保険株式会社　名古屋支社　TEL 052－231－3852
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｂ-2019-5298（2019.6）　

◆セミナーコンテンツ例
　・事業承継（生命保険を活用した事業承継対策）
　・公的年金とライフプラン
　・知っておきたい賢い生命保険の活用法
　・公的介護保険制度を知ろう　　　　　　　など

愛 知 県 パ ン 協 同 組 合
理　事　長　長谷川　正　己
副理事長　光　田　　　充
副理事長　中　島　政　志

〒460－0002 名古屋市中区丸の内三丁目20番 29号
 ＴＥＬ　〈052〉962－6371
 ＦＡＸ　〈052〉962－6377

※広告内容に関する責任は、広告主に帰属します。
※2020 年度に発行する「中央会あいち」に掲載する広告を募集しています。
　お問合せ：組織支援部　TEL : 052－485－6811
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0120-00-9967
受付時間 平日9:00～17:00

〒450-0002 名古屋市中村区名駅4-4-38 愛知県産業労働センター(ウインクあいち)16階 
                   TEL(052)587-2223(代)

〒444-0860 岡崎市明大寺本町1-34 岡崎センタービル8階
                  TEL(0564)22-0191(代)
資料請求はこちら▶http://www.ack-kyosai.or.jp 愛知県中小企業共済

本 部

三 河 支 局

がんばる の
ベストパートナー
がんばる の
ベストパートナー

傷害共済傷害共済
ケガの補償は安心補償ケガの補償は安心補償

生命傷害共済生命傷害共済
ケガも病気もサポートケガも病気もサポート

従業員医療共済従業員医療共済
従業員のケガや病気に従業員のケガや病気に

従業員弔慰金共済従業員弔慰金共済
従業員の「もしも」に備えて従業員の「もしも」に備えて

弔慰金共済弔慰金共済
思わぬ「もしも」に備えて思わぬ「もしも」に備えて

経営者医療共済経営者医療共済
経営者だからこそ万一に備えて経営者だからこそ万一に備えて

愛知県中小企業共済協同組合
オリジナルキャラクター

キョウサイ 天使’sキョウサイ 天使’s
テンシーズ

６つの安心で６つの安心で
企業の

経営をサポート!企業の
経営をサポート!

QRコードから
ご覧頂けます ▶
QRコードから
ご覧頂けます ▶
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